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第１章 総則 

（趣旨） 

第１条 西宮市立の小学校、中学校、義務教育学校及び特別支援学校（以下「学校」という。）にお

ける財務に関する必要な事項は、西宮市会計規則（昭和４０年西宮市規則第１７号）、西宮市契約

規則（昭和３９年西宮市規則第２６号）その他別に定めるもののほか、この要綱の定めるところに

よる。［３］ 

（財務事務） 

第２条 校長は、学校における予算、契約、支出、物品及び決算に関する事務（以下「財務事務」と

いう。）を総括し、教頭は校長を補佐する。 

２ 学校事務職員（以下「事務職員」という。）は、校長の監督の下に、すべての財務事務をつかさ

どる。 

３ 他の職員は、財務事務の遂行にあたって必要な協力を行うものとする。 

 

第２章 予算 

（学校配分予算） 

第３条 教育長は、配当基準に基づき、校長に対し、学校運営に要する経費を配分する。 

（予算執行計画） 

第４条 校長は、学校配分予算について、学校運営及び教育課程の実施を適正かつ効果的に行うため、

年間予算執行計画（以下「予算計画」という。）を策定する。 

２ 前項に関する事務は、事務職員が担当する。 

（組織の設置） 

第５条 校長は、予算計画を策定するため、学校に予算委員会を設置する。 

２ 予算委員会の構成員は、校長、教頭、事務職員並びに教科、係及び学年等の代表者とする。 

３ 予算委員会の運営に関する事務は、事務職員が担当する。 

 

（支出負担行為） 

第６条 校長は、学校配分予算の範囲内において、予算計画に基づき支出負担行為を行うものとする。 

（予算執行管理） 

第７条 校長は、予算執行状況を常に把握し、適正かつ効率的執行に努めなければならない。 



 

 

２ 前項に関する事務は、事務職員が担当する。 

（資金前渡） 

第８条 校長は、必要と認められる場合、資金前渡を受けることができる。［２］ 

２ 前渡金に関する事務取扱は、事務職員が担当する。［２］ 

 

第３章 契約 

（契約） 

第９条 校長の専決による契約（以下「学校における契約」という。）は、市長権限事務に係る校長

等の専決に関する規程（昭和５５年西宮市教育長訓令第２号）第２条第１項の規定に基づくものと

する。 

（随意契約） 

第１０条 学校における契約においては、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３４条第２項、

地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の２並びに西宮市契約規則第１７条、第

１７条の２及び第１８条による随意契約をすることができる。 

（契約事務担当者） 

第１１条 学校における契約に関する事務は、事務職員が担当する。 

（物品等の検収及び検査） 

第１２条 校長は、物品等の検収及び検査を行わなければならない。［２］ 

２ 校長は、事務職員等の受領及び確認行為により物品等の検収及び検査を行うことができる。

［２］ 

 

第４章 支出 

（支出命令） 

第１３条 学校における契約において、当該契約が履行され請求行為があったときは、校長は遅滞な

くこれを処理しなければならない。［２］ 

２ 前項による支出命令は、市長権限事務に係る校長等の専決に関する規程（昭和５５年西宮市教育

長訓令第２号）第２条第１項の規定に基づくものとする。［２］ 

（支出命令事務担当者） 

第１４条 支出命令に関する事務は、事務職員が担当する。［２］ 

 

第５章 物品 

（物品管理者・物品取扱責任者・物品保管者の設置） 

第１５条 西宮市会計規則（昭和４０年西宮市規則第１７号）第５８条第２項より、物品管理者たる

校長は、物品取扱責任者に事務職員をあてるものとする。［２］ 

２ 物品取扱責任者は、物品管理事務を直接担当する。 

３ 物品管理者は、特定の職員（「物品保管者」という。）に物品を保管させるものとする。 

（物品の出納及び保管事務） 

第１６条 学校における物品の出納及び保管に関する事務取扱は、事務職員が担当する。 

 

第６章 決算 

（決算） 

第１７条 校長は、毎会計年度の出納閉鎖後、学校における予算の決算を行わなければならない。［２］ 

 （決算事務担当者） 

第１８条 決算に関する事務は、事務職員が担当する。［２］ 



 

 

 

第７章 補則 

（補則） 

第１９条 この要綱に定めるもののほか、学校における財務事務の取り扱いについて必要な事項は教

育長が別に定める。 

 

  付 則［１］ 

この要綱は、平成１７年４月１日から実施する。 

  付 則［２］ 

この要綱は、平成２３年４月１日から実施する。 

付 則［３］ 

この要綱は、令和２年４月１日から実施する。 


